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1）J. St. G. カー［1984］徳賀芳弘訳『負債の定義と認識』九州大学出版会 































                                                          
2）Sprague C. E［1918］The Philosophy of Accounts, The Ronald Press p.43. 貸借対照表の左側から右側に
目を転ずれば，具体的なアクチュアリティを離れ，観念的な抽象を扱うことになるという。 
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多様な負債を包括的・一義的に捉えることは容易ではない。 
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2．企業会計原則による引当金の設定要件 






 これらの 5 つの引当金設定要件を，設定プロセスの時間軸を中心として時計回りに配置した
ものが図 1 である。 





























―企業会計原則 注 18 による― 
 
 上記 5 点は，あくまでも引当金設定の要件であるが，負債全体の定義として位置付けること
ができるほど網羅性に富んでいる。 
 下記 4 項で取り上げる討議資料の負債概念と比較すると，①は「将来の経済的便益の犠牲」，
②は「過去の取引または事象」に相当する。③以下は討議資料よりもさらに詳細な負債要件で
あることに注目したい。 
 これらの設定要件は，国際会計基準 IAS37（Provisions, Contingent Liabilities and Contingent 
                                                          
3）商法施行規則は，「特定の費用または損失に備えるための引当金」としか言わない（43 条）。他の引当金設定
要件は「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従う」（新会社法 431 条）のであろう。 
































                                                          
4）武田隆二［2003]『最新財務諸表論 第 9 版』中央経済社 
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せず，網羅性に欠けると評せざるを得ない。また，「発生する可能性が高い」という蓋然性の高
低を問わない資産負債の定義は次のような結果を生むであろう。 
 第 1 に，「過去の取引または事象の結果として，報告主体（entity）が支配（control）している
経済的資源またはその同等物をいう」という資産の定義では，繰延資産は排除されていない5）
。少しでも将来の経済的便益が期待されれば資産性ありと解釈できることになる。 
 第 2 に，割賦販売による繰延利益や，明らかに債務性がない引当金は負債から排除される6)と
しても，将来発生すると見込まれる損失（その発生する可能性が低いときであっても）に対する自
家保険的な利益性引当金を設定する余地を残すであろう。 







1．FASB 概念ステートメント 6 号（SFAC6）による負債の定義 












                                                          
5）斎藤静樹編著［2005］『討議資料 財務会計の概念フレームワーク』中央経済社，第 3 章 
6）同上書 第 3 章 
7）同上書 第 2 章 





























 これらの特徴に関連して，注目すべきは次の 3 点である。 
○義務とは法律上のみならず社会的またはモラルとしての義務も含み，衡平法（equitable，例は
                                                          
8）FASB は，SFAC6 号の負債定義に，新株発行義務を新たに負債に含めるよう改訂する公開草案を 2000 年度
に出している。 



























                                                          





（最高裁 1982 年 10 月 7 日判決）。 
10）Christine A. Botosan et al. “Accounting for Liabilities: Conceptual Issues, Standard Setting, and 
Evidence from Academic Research” Accounting Horizons Vol. 19, No. 3 
































                                                          
11）Wolk H.et al．［2004］Accounting Theory Sixth Edition (Thomson) 



























                                                          
12）Joint Working Group of Standards-Setters［2000］Financial Instruments and Similar Items. 日本公認
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2．C. E. スプラーグが企業体説に反対した理由―“負債と資本は明らかに異なる” 
 資産を積極財産，負債を消極財産と呼んだスプラーグは，負債も資本も資産に対する請求権
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15）Paton, W. A．＆ A. G. Littleton［1940, Reprinted1957］An Introduction to Corporate Accounting 
Standards AAA 中島省吾訳［1959］『会社会計基準序説』森山書店 
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17）J. St. G. カー著［1989］徳賀芳弘訳『負債の定義と認識』九州大学出版会 
18）Gilman．S［1939］Accounting Concepts of Profit, The Ronald Press Company. 片野一郎監閲，久野光
朗訳［1972］『ギルマン会計学 上巻』同文舘出版，第 5 章 
19）Menger，C.［1923］Grundsatze der VolksWirtshaftslehre Zweite Auflage Holder－Pichler－Temsky A．
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くわれわれに認識させるに適している。」（邦訳 288 頁） 

























 このような賃金後払い説は，平成 10 年のわが国の退職給付会計基準設定においても基本理


















 民法は 13 種類の典型契約を挙げている。その中でも，商品流通過程における売買契約，生
産過程における雇用契約，資金調達における金銭消費貸借契約が最も重要である22)。 








                                                          
20）今福愛志［2001］『労働債務の会計』（白桃書房）も，「このように，『交換』という基本原理にたって年金
会計の枠組みがつくられていると解釈できるであろう」という。 














表 2 「交換関係の有無」および「契約または法的根拠」による負債科目の分類 
 
先行給付，過去の事象 債務者の責務 契約形態，法的根拠 負債科目 
【直接的交換関係があり，支出金額・時期が確定している債務】 
商品の引渡し 代金支払 売買契約 買掛金・支払手形 
請負工事の進捗・完成 代金支払 請負工事契約 買掛金・支払手形 
役務提供―期日到来分 代金支払 役務提供契約 未払金 
借入れによる資金調達 返済 金銭消費貸借契約 借入金 




































（出所）企業会計原則，山上一夫他［新勘定科目全書第 2 版］等をもとに筆者作成（＊印は米国会計基準適用会社の表示） 
 
 この表では，負債と引当金は交換関係の有無または強弱によって，3 つのグループに分類さ































 第 2 に，「交換の理論」では説明できないのが金融商品会計である。金融商品の経済実態は
契約であり，必ずしもモノ（現物）の交換を伴うわけではない。金融商品会計では，先物・オ































                                                          
23）シュンペーター[1908]『理論経済学の本質と主要内容』（木村健康他訳，岩波文庫上巻，第 3 章および第 4
章） 










































（出所）○は FASB の負債概念より，□は本稿ⅣとⅤより 
 
Ⅵ．ドイツ商法典と国際会計基準による引当金の比較 
1．ドイツ商法典 HGB による引当金の種類と設定要件 
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 この他，（1）本来当期支出すべきであったが繰延られ，翌期 3 ヶ月以内に支出予定のメンテ
ナンス費用，翌期中に支出予定の土地原状復帰費用，（2）法的義務なしに履行する保証費用に
ついても引当金を設定すべきである。 























                                                          
24）黒田全紀編著[1993]『ドイツ財務会計の論点』同文舘出版，第 6 章「引当金の会計処理」 
25）Delloite[2004] Rechnungslegung nach IFRS 



















 確率計算による「期待価値」（par. 39）や割引現在価値（par. 45）も使えるが，ドイツでも認
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表 3 ファイナンスにおける負債と資本を区分する指標 
 
 負債 資本 
 1．満期日（maturity date） ある ない 
 2．資産請求権 





















 5．満期日における投資価値 満期日まで価値一定 価値は常に変動する 
 6．投資家の意図 
（intent of parties） 
安全第一 
Capital Gain の チ ャ ン ス と
Capital loss のリスク 
 7．新株予約権 




 8．有価証券の種類  Bond, note, etc Stock or Share 
 9．転換権 新株予約権付社債 転換予約権付株式 


















（出所）R. G. Schroeder et al．［2001］& T. G. Evans［2003］，Christine A. Botosan et al．［2005］等をもとに作成 
 
本である。なお，わが国では，新株予約は権は発行時は負債であるが，権利行使後は資本（新・





























れはじめている（FASB 保証会計解釈指針 No. 45）。この点も今後の課題とした。 
 
